
Ⅰ　目的

　平成２７年に策定した第３期大治町特定事業主行動計画（以下、「行動計画」とい

う。）について、令和元年度の実施状況をフォローし、行動計画に定めた取組の着

実な実施に役立てるため、報告するものである。

Ⅱ　実施状況

１　プランの周知に向けた取組

　・　新規採用職員の職場内初任者研修において行動計画を配布し、周知徹底に努めた。

　・　電子掲示板による一斉定時退庁日の啓発の際に、行動計画の内容についても紹介

　　した。

　・　庁内共有フォルダに行動計画、子育てサポートブックを掲載し、随時閲覧できる

　　ようにした。

２　職員の勤務環境に関するもの（役場職員に対する取組）

【出生前後の取組】

（１）妊娠中及び出産後における配慮

ア　特別休暇、出産費用の給付制度等の周知徹底

　・　特別休暇については新規採用職員の職場内初任者研修において、「休暇一覧

　　表」を配布し周知徹底に努めた。

　・　電子掲示板による一斉定時退庁日の啓発の際に、「休暇一覧表」を掲載し周

　　知徹底に努めた。

　・　出産費用の給付制度については、妊娠中の職員及び配偶者が妊娠中の職員に

　　対し、愛知県市町村職員共済組合から支給される出産費等の制度の説明及び手

　　続きの説明を個別に実施した。

　　併せて、妊娠中の職員には「子育てサポートブック」を配布し、出産後から

　　子育て期間中に利用できる休暇などの制度について周知を図った。

（２）子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進

ア　子どもが生まれた職員数

イ　男性職員の特別休暇の取得状況等

※　妻の出産時の付添いや入院中の世話等をする場合２日以内、妻の産前

　産後期間中に５日以内の特別休暇が取得できる。

　・　令和元年度において、配偶者出産休暇の取得率は67％、育児参加休暇の取得率は

　　33％で昨年度より減少したが、配偶者出産休暇を取得しなかった2名のうち1名は

　　妻の産前産後期間中に夏季休暇を取得し、その後育児休暇を取得、1名は年末年始

　　が産前産後期間と重なっていた。
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（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

ア　男女の育児休業の取得状況

　・　育児休業を取得した男性職員は、6人中1人で取得率は17％であった。

　・　女性職員については、2人中2人で取得率は100％であった。

　　　（1名は産前産後休暇取得中）

イ　育児休業及び部分休業制度等の周知

　・　育児休業及び部分休業については新規採用職員の職場内初任者研修において、

　　「育児休業・部分休業Ｑ＆Ａ」を配布し周知徹底に努めた。

　・　庁内共有のフォルダ内に行動計画とともに「育児休業・部分休業Ｑ＆Ａ」を掲

　　載し、周知徹底に努めた。

　・　子が誕生した男性職員に「子育てサポートブック」を配布し、制度の周知に努

　　めた。

　・　子どもの生まれた男性職員に、男性が取得できる特別休暇、産後パパ育休や

　　パパママ育休プラスについて個別に説明を行った。

ウ　育児休業中の支援状況

　・　育児休業を取得した職員に対しては、通知文書や広報誌等の送付等により情報

　　提供に努め、安心して育児休業を取得できるよう支援に努めた。
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【子育て時期の取組】

（４）超過勤務の縮減

　 ア　年間の超過勤務時間（所属別職員一人あたりの平均超過勤務時間）

（単位：時間）

※下水道課については平成２９年度新設のため、それ以前は実績無しとした。

　

（令和元年度） （単位：時間）

　・　電子掲示板により毎月１回一斉定時退庁日の啓発を実施し、職員に超過勤務

　　の縮減に向けて注意喚起を図った。

　・　電子掲示板による一斉定時退庁日の啓発の際に、小学校就学始期に達するま

　　での子どものいる職員の深夜勤務及び超過勤務を制限する制度の概要について

　　掲載し、制度の周知徹底に努めた。

　・時間外勤務の上限時間を定め、管理監督者による時間外勤務予定の事前確認や

　　所要見込み時間と異なる場合の管理監督者への事後報告を徹底させるよう周知

　　するなど、時間外勤務の適正な運用を図り、時間外勤務の縮減に取組んだ。
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（５）休暇の取得の促進

ア　年間の年次休暇の取得日数及び取得率（所属別職員一人あたりの平均）

※取得率は、取得日数/付与日数×１００（％）　付与日数に繰越日数は含まない。

下水道課については平成２９年度新設されたためそれ以前の実績なし。

（令和元年と平成３０年の平均取得率比較）

　・今年度の所属課別取得率では、会計室の83.4％が最も高く、産業環境課の26.4％

　 　　が最も低い割合であった。また、計画の目標値である職員の平均年次休暇取得率

　　６５％以上（年間取得日数に換算して１３日以上）に達した課は、会計室の１課

　　となり、昨年度の２課から減少した。

　・　昨年度より取得率が高くなった課は、企画課、税務課、収納課、民生課、会計

　　室、議会事務局の6課であり、残りの10課は減少している結果となった。

　・　電子掲示板による一斉定時退庁日の啓発の際に、計画的な年次休暇の取得や

　　祝日や夏季休暇とあわせた年次休暇の取得等、休暇取得促進の周知を図った。
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イ　年次有給休暇取得キャンペーンの実施

　・　令和元年１０月に年次有給休暇取得キャンペーンを実施した。各課に取

　　得計画表を事前に配布し、計画的な休暇の取得及びワークライフバランスの

　　意識啓発に努めた。

　・　１０月以外の月についても、各所属の繁忙期等を考慮し、積極的に年次有

　　給休暇の取得促進に努めるよう周知した。

 　　　　キャンペーン期間中の取得日数（所属別職員一人あたりの平均）

　・　キャンペーン実施対象者１４１人中１４０人（９９．３％）の職員がキャン

　　ペーン期間中に年次有給休暇を取得した。

（６）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組

ア　パートナーシップの日の設定

　・　給料及び期末勤勉手当支給日を「パートナーシップの日」と定め、職員の家事・

　　子育て支援のための帰宅促進日として、電子掲示板により職員に周知を図った。

３　その他の次世代育成支援対策に関する事項（来庁者等に対する取組）

　・　子どもを連れた人だけに限らず、全ての来庁者に対し親切な応接対応を心がけ

　　るため、部課長会議を通じて職員全員に徹底させた。　

1.6日

1.0日

Ｈ30

1.2日

1.9日

1.2日

1.3日

1.5日

1.2日

1.1日

0.9日

0.7日

0.9日

1.4日

0.7日

1.2日

1.1日

1.1日

平均取得日数

全体の平均

議会事務局

会計室

産業環境課

都市整備課

下水道課

老人福祉・在宅老人デイサービスセンター

保健センター

保険医療課

1.6日

0.9日子育て支援課

1.2日

企画課

1.2日

1.2日

1.3日

1.3日

1.4日

2.0日

1.4日

0.9日

2.0日

1.1日

2.0日

税務課

Ｒ1

総務課

1.1日

課　名

防災危機管理課

住民課

収納課

1.3日民生課

1.3日

5



４　女性の活躍の推進に関する取組み

（１）育児休業を取得しやすい環境の整備

　・　育児のための制度、その間の給料等の取り扱いをまとめた職員のための子育て

　　サポートブックを作成した。

（２）女性の登用

　・　令和元年度中、女性職員の係長級への昇格者はいなかった。

　・　平成３１年４月の時点では、昇格者もいなかったため、係長級以上の女性職員

　　の割合は昨年度と同様１７．５％となり、目標の２０％には到達しなかった。
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